
機械設備1,000万円※１、建物1,000万円※２ 、土地1,000万円※３の設備投資を行った場合、

３年間で計128万円の効果。
※１：機械設備の資産評価額は、初年度875万円、２年目656万円、３年目492万円で試算。
※２：建物の資産評価額は、700万円（３年固定）で試算。
※３：土地の資産評価額は、700万円（３年固定）で試算。

事業者の設備投資

固定資産税の減税の促進

法人税・所得税の割増償却

不動産取得税の減税の促進

事業者の設備投資に係る不動産取得税を４％（土地３％）から
0.3％に！（地方公共団体の減収額の大半を普通交付税により補填。）
◎都道府県税の減税割合は条例により決定されます。

事業者の設備投資に係る固定資産税を1.4％から0.14％（2年目
0.7％、3年目1.05％）に！（地方公共団体の減収額の大半を普通交付
税により補填。）
◎市町村税の減税割合は条例により決定されます。

事業者の設備投資後の５年間、普通償却限度額の24％（機械・
装置）、36％（建物等・構築物）の割増償却を措置。

法人税･所得税 不動産取得税 固定資産税

山村における税制特例措置 ～ 事業者の設備投資を支援することで、山村の活性化を後押しします～

税制特例措置 国税の割増償却と都道府県税・市町村税の減税措置の促進
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税制活用効果 設備投資を行った場合の効果額（シミュレーション）

１年目

２年目

３年目

計128万円

建物

土地

11万 45万円 29万円 85万円
11万 14万円 25万円
11万 7万円 18万円

機械・建物

建物・土地

機械・建物・土地
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（１）山村振興法に基づく振興山村であること

（２）山村振興計画で定める産業振興施策促進区域内である
こと

（３）不均一課税に関する条例が制定されていること

市町村が策定する山村振興計画の産業振興施策促進事項にお
いて指定する産業振興施策促進区域内であること。

山村とは、林野面積の占める比率が高く、交通条件及び経済的、
文化的諸条件に恵まれず、産業基盤及び生活環境の整備等が他
の地域に比較して十分に行われていない山間地等をいう。

【要件】林野率0.75以上で、かつ、人口密度1.16人/町歩未満

都道府県において不動産取得税、市町村において固定資産税
の不均一課税（減税）に関する条例が定めてあること。

※不均一課税の減収補填措置の対象は、財政力指数が0.47未満
の都道府県又は0.49未満の市町村。なお、条例がなくとも法人
税・所得税の割増償却は利用可能。

（１）地域資源を活用する製造業又は農林水産物等販売業であること

（２）中小企業者等であること

（３）取得価額要件を満たすものであること

【地域資源を活用する製造業】
振興山村（産業振興施策促進区域）において生産されたもの（農林水産

物、ジビエ、木材、粘土、土石等）を原料又は材料とする製造業
（例）食料品・飲料、木材・製炭・木製品・家具・装備品・パルプ・紙製

品、飼料・有機質肥料、窯業、土砂・土石・土木製品、自然系化粧品
等の製造業

【農林水産物等販売業】
いわゆる農産物直売所や地域食材を提供する農家レストラン、観光農

園等。振興山村（産業振興施策促進区域）において生産された農林水産
物又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理
したものを店舗において主に他の地域の者に販売することを目的とする
事業

【個人の場合】
常時使用する従業員の数が千人以下の個人

【法人の場合】
資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下の法人又は資本若しくは

出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が千人以下の法人

税制特例措置の対象要件等について

対象地域１ 対象事業者２

業種 取得価額

地域資源を活用する製造業
500万円以上(資本金5,000万円以下)

1,000万円以上(資本金5,000万円超)

農林水産物等販売業 500万円以上

～ お問合せ先 ～

農林水産省 農村振興局 地域振興課 山村税制担当
Tel：03-6744-2498（直通） ※お気軽にお電話下さい。

http://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/sanson/s_sesaku/sesaku.html ２地域産品の加工・商品化
農産物直売施設
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